
令和６年度決算

一般会計費目別決算額

歳入 歳出 （単位：円・％）
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一般会計及び特別会計の決算額
（単位：円）

企業会計の決算額
（単位：円）

3.8

収 入 額 1,431,713,123 91,004,100 85,478,543 0 1,623,265,626

△ 459,667,976

1,018,844,470

△ 26,973,506 48,030,031

26,973,506 1,575,235,595 1,478,512,446

差 引 額 231,191,298 △ 490,419,543 33,451,768

支 出 額 581,423,643 52,026,7751,200,521,825

6,851,48951,941,967

収益的収支 資本的収支
項 目

水道事業会計 工業用水道事業会計
収益的収支

0

公共下水道事業会計
資本的収支 収益的収支 資本的収支

240,000,000 0
実 質 収 支 の う ち
基 金 繰 入 額

実 質 収 支 478,560,835 51,941,967 6,851,489

翌 年 度 へ
繰り越すべき財源

21,030,699 0

項 目 一 般 会 計
国 民 健 康 保 険
事 業 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療
事 業 特 別 会 計

1,326,252,135

支 出 額 22,662,642,222 4,300,451,182 1,319,400,646

収 入 額 23,162,233,756

0

差 引 額 499,591,534

構成比

市税

地方譲与税

利子割交付金

227,539,362 1.0

2,578,230,703 11.4

金 額 構成比 金 額

3,331,000

項 目項 目

40.0

10,094,667,188

合 計 合 計

1,853,525,883地方交付税 2,543,152,000

4,352,393,149

11.0 公債費

1,713,059,538

864,790,951

寄附金 76,127,390

繰入金 816,984,585

自動車取得税交付金

繰越金 326,260,519

諸収入 329,093,250 1.3

市債

23,162,233,756 100.0

財産収入 22,152,164 0.1

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

法人事業税交付金 156,540,000 0.7 農林水産業費

地方消費税交付金 1,298,906,000

地方特例交付金

ゴルフ場利用税交付金 106,348,260 0.5 土木費

商工費

環境性能割交付金 33,945,000 0.1 消防費

2,540,077,101

株式等譲渡所得割交付金 108,183,000 0.5 労働費 13,866,367

配当割交付金 78,055,000

43.6 議会費

235,100,000 1.0 総務費

0.80.0 諸支出金 190,589,5354,213,000

0.0 民生費 9,062,271,399

11.2

0.1

2.15.7

310,814,000 1.3 教育費

8.2

7.6

10.9

656,019,451 2.9

483,049,373

2,460,256,569

0.3 衛生費

0.0

216,542,385 0.9 災害復旧費 19,365,990 0.1

351,441,003 1.5 予備費 0

1,413,669,378 6.1

3,755,108,634 16.2

0.3

3.5

1.4

22,662,642,222 100.0

0 0.0

881,600,000 3.8

△ 107,343,087 △ 48,708,676

病院事業会計
収益的収支 資本的収支

1,687,509,186 164,028,000

1,794,852,273 212,736,676



（歳入）

　・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 709,753  千円

（歳出）

　・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 （単位：千円）

一 般 財 源

国県支出金 市 債 そ の 他 社会保障財源化分

障がい者支援事業　福祉医療費助成事業 149,881 54,212 0 0 95,669 23,024

介護保険地域支援事業　総合事業 20,707 0 0 20,707 0 0

介護保険地域支援事業　任意事業 15,898 0 0 15,898 0 0

介護保険地域支援事業　地域包括支援事業（社会保障充実分） 24,311 0 0 24,311 0 0

在宅高齢者介護支援事業　福祉事業 2,311 0 0 0 2,311 556

児童福祉一般事業　一般事業 58,862 11,239 0 6 47,617 11,460

児童福祉一般事業　地域子育て支援センター費 35,939 24,344 0 0 11,595 2,790

児童福祉一般事業　ファミリーサポートセンター事業 7,693 4,640 0 0 3,053 735

児童福祉一般事業　民間保育所補助費 20,326 17,600 0 0 2,726 656

給付事業　福祉医療費助成事業 239,435 90,793 0 7,078 141,564 34,069

子ども総合支援事業　児童家庭支援事業 18,237 9,367 0 0 8,870 2,135

民間保育所児童保護費　施設型給付・地域型保育事業 712,359 469,809 0 0 242,550 58,373

給付事業　児童手当給付事業 917,350 798,349 0 120 118,881 28,610

保育所費　一般管理費 294,019 1,496 0 50,394 242,129 58,272

保育所費　施設管理費 54,456 1,228 0 0 53,228 12,810

保育所費　障がい児支援事業 63,484 2,633 0 0 60,851 14,645

児童センター費　一般管理費 4,758 0 0 0 4,758 1,145

児童センター費　施設管理費 1,326 0 0 0 1,326 319

心身障がい児支援事業　給付事業 11,032 6,786 0 0 4,246 1,022

扶助費　扶助費 421,836 333,599 0 0 88,237 21,235

小 計 3,074,220 1,826,095 0 118,514 1,129,611 271,856

広域連合運営費　介護保険事業 735,995 0 0 0 735,995 177,127

繰出金　国民健康保険事業 304,735 157,284 0 0 147,451 35,486

繰出金　後期高齢者医療事業 673,852 95,977 0 23,995 553,880 133,299

小 計 1,714,582 253,261 0 23,995 1,437,326 345,912

保健衛生事業　健康増進事業 8,071 4,061 0 0 4,010 965

保健衛生事業　子育て世代包括支援事業 96,280 49,546 0 0 46,734 11,247

保健衛生事業　三重大学亀山地域医療学講座支援事業 21,200 0 0 0 21,200 5,102

保健衛生事業　滋賀医科大学スポーツ・運動器科学共同研究講座支援
事業 25,085 0 0 0 25,085 6,037

救急医療対策費　救急医療対策費 9,820 0 0 0 9,820 2,363

繰出金　病院事業 282,328 6,960 0 0 275,368 66,271

小 計 442,784 60,567 0 0 382,217 91,985

5,231,586 2,139,923 0 142,509 2,949,154 709,753

社

会

福

祉

社

会

保

険

保

健

衛

生

合 計

地方消費税交付金（社会保障財源化分）充当経費
地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

事 業 対象事業費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

特　　　定　　　財　　　源





令和６年度 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業 効果検証

（単位：円）

臨時交付金
充当額

実　施　状　況 成　　果

1

住民税非課税世帯重
点支援給付金給付事
業【物価高騰対策給
付金】

物価高が続く中で低所得世帯への
支援を行うことで、低所得の方々
の生活を支援する。

302,730,000 302,730,000

R５年度分の住民税非課税世帯　4,190世帯
へ7万円の給付金を給付した。
事業費：293,300千円
事務費：需用費（事務用品等）等
　　　　9,430千円

物価高騰の影響を受けている低所
得世帯に対して、7万円を給付する
ことにより、生活を支援すること
ができた。

R6.1 R7.3
地域福祉課
福祉総務Ｇ

2

住民税均等割のみ課
税世帯重点支援給付
金給付事業【物価高
騰対策給付金】

物価高が続く中で低所得世帯への
支援を行うことで、低所得の方々
の生活を支援する。

111,228,547 111,228,547

令和５年度の住民税均等割の非課税世帯　
994世帯へ10万円の給付金を給付した。
事業費：108,550千円
事務費：需用費（事務用品等）等
　　　　2,679千円

物価高騰の影響を受けている低所
得均等割のみ課税世帯に対して、
10万円を給付することにより、生
活を支援することができた。

R6.2 R7.3
地域福祉課
福祉総務Ｇ

3

住民税非課税世帯子
ども加算給付事業
【物価高騰対策給付
金】

物価高が続く中で低所得世帯への
支援を行うことで、低所得の方々
の生活を支援する

27,481,692 27,481,692

令和５年度の住民税非課税世帯及び均等割
のみ課税世帯へ子ども１人につき5万円の給
付金を691人へ給付した。
事業費：25,400千円
事務費：需用費（事務用品等）等
　　　　2,082千円

物価高騰の影響を受けている低所
得子育て世帯に対して、子ども１
人あたり5万円を給付することによ
り、低所得世帯の生活を支援する
ことができた。

R6.2 R7.3
地域福祉課
福祉総務Ｇ

4
（物価高騰対策）生
活応援給付事業

食費等の物価高騰が長期化する
中、依然として非常に厳しい状況
に置かれているひとり親世帯以外
に対し、低所得の子育て世帯に対
する子育て世帯生活応援給付金(ひ
とり親世帯以外分)について、追加
して支給する

7,991,698 7,991,698
対象者369人に対して、児童1人あたり2万円
の子育て世帯生活応援給付金を支給した。

ひとり親世帯以外の低所得の子育
て世帯に対して、生活応援給付金
を追加支給することで生活を支援
することができた。

R5.12 R6.3
市民課
医療年金Ｇ

5
（物価高騰対策）生
活応援給付事業（一
部県費）

食費等の物価高騰が長期化する
中、依然として非常に厳しい状況
に置かれているひとり親世帯に対
し、低所得の子育て世帯に対する
子育て世帯生活応援給付金(ひとり
親世帯分)について、県補助金を活
用し、追加して支給する。

12,097,810 1,449,270
対象者556人に対して、児童1人あたり2万円
の子育て世帯生活応援給付金を支給した。
（うち、市単独分56人）

ひとり親世帯の低所得の子育て世
帯に対して、生活応援給付金を追
加支給することで生活を支援する
ことができた。

R5.12 R6.3
子ども未来課
子ども総務Ｇ

6
（物価高騰対策）福
祉事業

長引く物価高騰の影響を受けてい
る市内の障がい福祉サービス施設
に対し、電気料金、ガス料金及び
ガソリン代に係る経費の上昇分に
ついて補助する。

5,839,000 5,839,000
障がい者福祉サービス施設38施設に対し
て、補助金を交付した。

物価高騰等の影響を受けている障
がい者福祉サービス提供施設の電
気代等に係る金銭的負担を軽減
し、物価高騰等期間中の安定的か
つ継続的なサービス提供に資し
た。

R6.1 R6.3
地域福祉課
障がい者支援Ｇ

事業
終期

担当課・ＧNo. 事　業　名 事　業　概　要 事　業　費
効　果　検　証

事業
始期



令和６年度 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業 効果検証

（単位：円）

臨時交付金
充当額

実　施　状　況 成　　果

事業
終期

担当課・ＧNo. 事　業　名 事　業　概　要 事　業　費
効　果　検　証

事業
始期

7
（物価高騰対策）老
人福祉一般事業

長引く物価高騰の影響を受けてい
る市内の高齢者福祉サービス施設
に対し、電気料金、ガス料金及び
ガソリン代に係る経費の上昇分、
また、入所系サービス施設は、更
に食材費に係る経費上昇分につい
て補助する

31,091,000 4,424,392
高齢者福祉サービス事業者36施設に対し
て、補助金を交付した。

物価高騰等の影響を受けている高
齢者福祉サービス提供施設の電気
代等に係る金銭的負担を軽減し、
物価高騰等期間中の安定的かつ継
続的なサービス提供に資した。

R6.1 R6.3
地域福祉課
高齢者支援Ｇ

8
（物価高騰対策）経
済支援対策事業

エネルギー・食料品価格等の物価
高騰による地域経済への影響を緩
和するため、電気・ガス及び燃料
を使用する市内の中小企業者等に
対し、そのエネルギー関連経費の
上昇分について、助成する

45,821,640 45,821,640

令和5年11月から令和6年2月までの期間の任
意の1か月で、エネルギー関連経費の合計額
が10万円以上あるうえで、合計額の区分に
応じて助成した。その結果、交付件数は230
件、交付金額は44,960千円となった。事業
の実施に当たり、市広報、ケーブルテレ
ビ、ホームページに加え、商工会議所会報
誌での周知など、積極的なＰＲ活動を行っ
た。

電気、ガスを含めたエネルギー価
格高騰の影響を大きく受ける市内
事業者に助成金を交付したこと
で、市内事業者の負担軽減・経営
安定化を図ることができた。

R6.1 R6.3
商工観光課
商工業振興Ｇ

計 544,281,387 506,966,239


